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る。図 1 は世界の GDP に占める新興国の比率の推移である。 
 
   図１ 世界のＧＤＰと新興国比率の推移        表１ 1人当たりのＧＤＰ比較 






境が異なる新興国市場が急速に拡大したという点である。表 1 は、1960 年、1980 年、2010
年における 1 人当たり GDP の比較である。2010 年のインドは日本の 1/34、インドネシアは
1/14、中国は 1/10 であり、1960 年の日本の GDP/人が米国の 1/6 と較べても大きな開きがあ
る。 



























                                                   
1 新興国への参入を難しくする要因についてさまざまな議論がある。ゲンマワットは新興国市場の特徴を、文化・制
度・地理・経済の距離（違い、格差）から捉え、耐久消費財は経済格差が特に重要としている（Ghemawat, 2001, Reprint 
R0108K, p.5)。ゴビンダラジャンとトリンブルも、中国やインドなど米国との経済格差（1 人当たりの GDP）が大
きい巨大市場の出現に着目し、日米欧を念頭に開発した製品をこれらの国で訴求することの難しさを指摘している
（Govindarajan & Trimble, 2012, pp.193-194）。一方、カナとパレブは、先進国ではあたりまえに存在する制度面




















って、一連の過程を 6 段階に分けた記述を行う。この章は、拙著（松井, 2017b）に加筆修正し
たものである。 
 4 章（発見事実）は、分析枠組（第 1 章）と分析方法（第 2 章）に従い、事例（第 3 章）を
整理したものである。ここでは、事業革新の形成の確認を行う。 





























































                                                   





























 Govindarajan & Ramamurti (2011) は、インドや中国のように先進国と市場状況が異なる
大市場が出現したため、先進国向け製品のマイナーチェンジによる市場適応には限界があると
の指摘している。そしてその対応として、新興国発の事業革新3の推進を提唱している。その方






















 多国籍企業を、1 つの階層型組織の塊（hierarchical monolith）としてではなく、組織間ネ
ットワーク（interorganizational network）という組織間の関係性として捉えた（Birkinshaw 
& Hood, 1998）ことは、Ghoshal & Bartlett (1990)の貢献がある。また彼らは、国際経営にお
ける集権化と分散化の利点を補完し合う体制として、トランスナショナル企業を提唱している






































 戦略形態を大きく 2 つに大別すると、計画型と創発型がある (Mintzberg & Waters, 1985; 
Minzberg など, 邦訳 2013; 沼上, 2009; 網倉, 2009; 伊丹, 2012)。計画型は戦略の実施結果の
不確実性が低い状況で有効とされる形態で、創発型は不確実性が高い状況で有効とされている。
創発型戦略では、偶発的な出来事やフィードバックとの相互作用で、戦略が事後的に形成され
て行くとする考え方である（加護野, 1988b; 石井, 1993; 沼上, 2009)。また、製品（事業モデ
ル）は、導入をしながら環境との相互関係で形成されるので、そもそも事前には最適解が存在
しないとする考えである。 
































































                                                   
5 Galbraith (1973, 邦訳 1980)は不確実性を「職務を完遂するために必要とされる情報量と、すでに組織によって獲
得されている情報量とのギャップ」と定義している。一方、本研究で取扱う予測不可能性とは、情報量の量的なギャ





































































ドネシア子会社、その顧客の 3 つのパースペクティブから分析を行う方法を採用した。 











                                                   
6 一社による事業革新の長期に渡る過程について、一定の視点から詳細な分析を行う、帰納的な研究スタイルは、













組）、プリンター業界に詳しい関係者（2 組）である。（表 2 参照。） 
 
表 2 インタビューリスト 
 
                                  松井(2017b)に加筆 
 









                                                   
7 事前に作成した質問票に基づいてインタビューを行うが、回答者のコメントの流れに従う形で、事前に作成した内
容以外についてもコメントを貰う。 











































 この課題に対応するには、分析方法を導入する際に、以下 3点の克服が必用と考えられる。 
① 概念上の 2 変数（事業革新の形成、相互作用の活性化）と事例上の事実とが密接に関連し 
  ている。9 
②「事業革新の形成」は、事例上の発見事実から特定化し易い事実である。 
③ 事例上の 発見事実から「相互作用の活性化」について考察がし易い。 
 























                                                   













































                                                   



















































表 3 既存製品とインクタンクの比較 
 
（インドネシアでの小売価格。円換算は 2010～2011 年の平均レート(IDR107/¥)を使用。） 
                       出所）拙著（松井, 2017b, p.15）より。 
 
                                                   
13 本章は拙著（松井, 2017b）を修正したものである。第 1 節にインクタンクに関連する概要（製品内容、プリンタ
ー市場全般、互換インク普及）を加え、本研究の分析方法に従い事例研究を 6 段階に分類した。また 5.4 を追加した。 






代表モデル IJP複合機 Stylus TX121 L200
本体価格 ¥8,400 ¥15,900
インク代 （黒印字1枚） ¥4.20 ¥0.20




















 表 3 は、インクタンクの主な特徴を既存製品と代表モデルで比較したものである。互換イン








 図 2 は、プリンターの年間市場規模（全世界、全印字方式、単機能・複合機合計）の推移を
示したものである。また図 3 はそのページプリンター（トナー方式）、図 4 はインクジェット
プリンターの推移である。 
図 2 プリンターの市場規模と新興国比率の推移 
 
              出所：JEIDA(2000 - 2018)の推定資料から筆者作成 
 
 2000 年から 2007 年にかけて、世界的にプリンター市場が急速に拡大した。中でも新興国の
数量・比率の拡大が顕著であった。全世界に占める新興国の比率は、2000 年頃の 1/4 程度であ
ったのが 5 割弱に拡大した。新興国での販売数量は、2000 年の約 2 千万台が 2011 年には約 6
千万台に拡大した。 
 ページプリンターでも新興国の拡大が著しく、270 万台（2000 年）から 21 百万台（2015
年）に 15 年間で 8 倍に拡大した。また 2008 年以降、新興国の比率が 5 割を超えている。 
 インクジェットプリンターの全世界の市場規模は、2007 年まで拡大したが、2007 年の 9 千
5 百万台をピークに 2015 年の 6 千 8 百万台まで 3 割減少している。これは市場規模の減少と
いうより販売政策の変更の意味合いが大きい。14 2007 年頃までは先進国の量販店を中心に、







規模減少に繋がっている。新興国の比率は、2000 年の 24％から 2015 年の 38％に拡大してい
る。しかしその数量は、2008 年の 36 百万台から 2015 年の 26 百万台に減少している。互換
インクの普及で純正消耗品の販売が困難なことから、低価格プリンターを積極的に販売できな
くなったことが背景にある。 
図 3 ページプリンターの推移 
 
                                 出所：同上 
 
図 4 インクジェットプリンターの推移 
 








 図 5 は各社 IJP の消耗品として使用されるインク量 (純正インク＋互換インク) の地域別推






図 5 インクジェットプリンターの地域別インク量と純正率の推移（2011年） 
 























 HP は 2016 年に新興国向けのページプリンター導入の試みを行った。代表機種は Ultra 
M106w と Pro M104w である。Ultra と Pro の両シリーズの機能は同等であるが、Ultra の本
体価格は Pro の約 1.5 倍に設定し、その代わり、Ultra は Pro よりもトナー寿命を長くし印字






















 事例（本章 2～7 節）の全体像について説明をしておきたい。インクタンク導入という事業
革新の進行過程を、分析方法（2 章 4 節 (1)）を踏まえて６つの段階に区分した。（図 6 参照）。 











図 6 6段階に分類した事業革新過程 
 
                                出所：著者作成 
 
2. 第 1段階：先進国でジレットモデルが定着（1990年代～） 
 
新興国での互換インク普及の問題が深刻化する元の原因として、IJP 市場が成長した経緯に
ついて触れておく必要がある。ヒューレット・パッカード (HP) が 1988 年に米国で 1,000 ド
ルを切る DeskJet を導入してから IJP 市場が急速に拡大した。これが引き金となり、キヤノン、
エプソンなど他メーカーも追従をする形で IJP の低価格化が進行した。それと伴に IJP の事業
モデルは、1990 年代～2000 年代を通じて、本体を安く売り消耗品で儲けるジレットモデル化
が、各社の間でも定着していった。17 
エプソンが 1984 年に初めて導入したインクジェットプリンター (IP-130K) の国内販売価格
は 49 万円と高額であった。その後ヒット商品となる 1993 年に導入された MJ-700V2C は 10 万
円を切る価格となり、2000 年代には 1 万円を切る製品も登場している。本体価格の価格破壊が
更に進み、極端な例としては、Lexmark が 2010 年に本体価格 US$ 29.99 のインクジェットプリ









モデルのこと。英語では Razor/Blade Business Model とも言われる (Teece, 2010)。 
17 ジレットモデル化の前提は、先進国での高い純正率（純正消耗品の使用比率）であった。北米・西欧・日本の純
正率(推定）は 75～90% （インターウォッチ, 2012)てある。 
21 
 





















活動を新興国で積極的に展開した。エプソンのインドネシア販社は 2000 年の設立以来、IJP 販
売が順調に成長した。しかし、互換インクを使用するユーザーが大半であり、インクカートリ
ッジの販売が不振であった。インクタンク導入前の純正率(推定) は約 20％であった (エプソ
ンインドネシア販社)。 
純正インクカートリッジの啓蒙と販売拡大を進めるために、2003 年頃からさまざまな施策が










存モデルに繋ぐ方法が普及した。その頃には既存モデル (Stylus シリーズ) を設計変更し自社
インクタンク製品を導入するべきであるという提案が、複数ディーラーからエプソンインドネ
                                                   








遠藤鋼一 (2003～2009 年にセイコーエプソンの IJP 設計部長や事業部長を歴任) は、次のよ
うに後述している。 







二つめは CE-01 の導入である。EC-01 は大容量インクパックを取り付けたプリンターである 
(国内販売価格が約 6 万円のプリンター専用機、8,000 枚印字のインクが内蔵)。これは本社主
導の製品導入であり、主に先進国のビジネス機器ルート中心に導入された (欧州、台湾、中国
































上し、新興国における IJP のジレットモデルはいっそう難しくなった。 
 以前は、互換カートリッジ22 やスポイトでの互換インク注入23 が中心であったが、2004～
2005 年頃にはペットボトルに補充インクを入れカートリッジにチューブを繋ぐ方式 (後述
CISS の原型) が登場し、その後 2008年までには、CISS が急速に普及した。CISS (Continuous 
















4.3 新興国における IJP事業採算の深刻化 (2008～2009年) 
 
こういった状況に、2008～2009 年のエプソンの業績悪化が追い打ちをかけた (表 4 参照)。 
リーマンショックという特殊要因があるにせよ、それでも当時のエプソンの採算の悪化は競






















表 4 セイコーエプソン社の業績推移 
 
              出所：会社四季報（参考資料参照）より筆者作成。 
 
ディバイス部門、先進国での消費者向け低価格インクジェットプリンター（IJP）、新興国向










































































なった。1) インドネシアのような消耗品の純正率が低い国々では IJP の事業採算が悪く、2) そ
の改善策の雛形をつくるために一ヵ国だけでもインクタンクへの置き換え方法を確立させた




























 製品別の台数シェアは、ドットマトリクスプリンターが 9 割、POS プリンターが 6 割、インクジェットプリンタ
ーが 3 割 (エプソンインドネシア販社)。 
30 インドネシア販社の社長（平崎道也）を通して、互換インクの普及によるインクジェットプリンターの事業採算
の悪さとインクタンク導入の必要性について現地スタッフが十分に説明を受けていた。そのため、導入の重要性と顧





















推定で 8 割のユーザーが CISS で互換インクを使っていた。ユーザーの大半は大量印刷をす
る中小事業所であり、チラシやオファーシートなどの印刷で月 1,000～2,000 枚を印字するユー




































キットなどの価格) から、当時検討された状況を伺い知ることができる。表 5 はそれをまとめ
たものである。 
2 機種 (複合機とプリンター) の既存製品とインクタンクで本体と消耗品の価格比較を行っ
た。小売価格は円換算したものである。当時はインドネシアルピアの対円レートが乱高下して
いたので、ルピアからの円換算は 2010～2011 年の 2 年間の平均レートを使用した。 
 
表 5 既存製品・既存製品＋互換インク・インクタンクのコスト比較 
 
注) インドネシアでの小売価格、インク代は黒インクで比較。インドネシアルピアから円
換算は、2010 年 1 月～2011 年 12 月の平均レート (IDR 107/¥) を使用。 
 
インクタンク導入前の状況としては、約 2 割のユーザーが既存製品に純正インクを使ってい
た (ケース①)。しかし、約 8 割のユーザーは、既存インクに CISS を付ける改造をして互換イ
                                                   
31
 大河原 (2015, p. 132) にも、碓井捻 (セイコーエプソン社長) のコメントとして同様の記述あり。 
29 
 
ンクを使っていた (ケース②)。インクタンクの本体価格は既存製品の約 2 倍となったが、大
容量のインクタンクにインクボトルから補充する方式を採ることで、インク代は既存モデル 
(カートリッジ式) と較べて 1/20 となった (ケース③)。 
互換インクの影響により一年でヘッドが故障し、ヘッド交換、又は製品を買い替えるユーザ
ーも多く存在していた。仮に本体コストにヘッド修理費用を加えた場合 (ケース②) の総コス
トは、インクタンク (ケース③) と大きく変わらない。 
インクタンクの純正インク価格は、既存の純正カートリッジの約 1/20 であるが、互換インク
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6. 第 5段階：インドネシアでインクタンク導入と訴求（2010～2012年頃） 
 







ターディーラーに挙手を求めたところ、手を挙げたのは 40 社中で 4～5 社に過ぎなかった。最
終的にはマスターディーラー約 10 社が、インクタンクの取扱いを始めることになった。 
次のような理由から、大半のマスターディーラーは販売に消極的であった。1) 販売店から
の需要が無い、2) 販売価格が大幅に上がったが大容量タンク以外は従来モデルと同じ機能で













マスターディーラー (2 次顧客) と販売店 (3 次顧客) を合計すると、エプソンはインドネ
シア全土に約 500 の販売店を擁していた。ただしインクタンクに当初関心を示したのは、500
                                                   
35
 ナショナルディストリビューター (一次顧客)、マスターディーラ  ー (各都市の卸店、二次顧客)、各種販売店 (三
次顧客) の三層構造であり、販売の中核はマスターディーラーが担っている (エプソンインドネシア販社)。 
36





































年 1～3 月は約 2 割、2011 年 4～6 月は 15％まで低下した。しかし既存製品より単価が高く、







































インドネシアでのインクタンクの「一定の成功」(2011 年 1–3 月当時の状況) は、エプソン
の他の新興国販社へも伝えられ、アセアン各国、インド、ロシアなどの新興国販社の関係者が
                                                   
39 互換インクによる品質問題で困っていた大手銀行（Manderi Micro Finance Bank）からの大口商談があり、イン
クタンクの評判が上がるきっかけになった。 
40












2011 年 1–3 月にはタイ、フィリピンなどで販売が始まり、その後インド・中国・中南米・ロ
シアなども加わり、2011 年度には約 30 ヵ国、2012 年度には約 90 ヵ国、2015 年度には約 150






































 セイコーエプソン、2015 年度第 2 四半期決算説明会資料 (セイコーエプソン株式会社, 2015)、2016 年 1 月 12 日



















図 7 事業革新過程と本社・販社・顧客の関わり(1) 
 






                                                   
45 ジレットモデルとは、製品を安く販売して設置台数を増やし、そこから得られる消耗品の販売で収益を確保する
事業モデル。Razor–razor blade model とも言う（Teece, 2010)。 
35 
 
を踏まえた(4) 長期計画の策定による課題の明示化、の 4 点である。（図 7 参照） 
 
(1) 新興国での互換インク普及と利便性向上 































 ただし、CISS の登場への敏感な反応 47 はエプソン固有なものであった。また、グループ業
績の悪化は特にエプソンに深刻な問題であった。固有技術を活かす分野への集中は、既存製品
                                                   
46 CISS： 互換インク利用の改造キット。 
47 CISS は互換インクの改造キット。大容量のタンクが付きインク補充も容易なので、純正カートリッジよりも大量
印刷をする際の利便性が向上した。エプソンのピエゾヘッドは特に大量印刷に適していたので、CISS の登場に敏感








 この時期と前後して、既存事業モデル（ジレットモデル）の代替案を探る 2 つの試みが行わ
れたが、どちらも成功とはいえない。 
 １つ目は、インドネシアディーラーの声を販社から本社に提案し、それを本社が検討した自
社製 CISS 付プリンターである。IJP 販売後のユーザーの苦情が提案の背景であった。これは
インクタンクの原型であり、本社で試作品をつくり検討がされたが、本社・販社とも大幅値上












ル（インクタンク）の探索を始めるトリガー（③→④）（図 7 参照）となった。 
 グループ損益が悪化する中、新興国での IJP 販売の採算改善は急を要すものであった。勝算
がない探索活動であったが、以前に断念した自社製 CISS 付プリンターの再検討を踏まえ、1) 
本社と現地販社による協働調査、2) 既存モデルを活用した早期導入、3) 既存モデルからの置











                                                   




図 8 事業革新過程と本社・販社・顧客の関わり(2) 
 
















































2.4 仮説形成に関わる 3つの側面 
 











































 販売店とユーザー層が徐々に拡大し、2011 年 1～3 月には数量が半減したが売上金額は従来
レベルを辛うじて維持ができ、これを本社が「一定の成功」と捉えた。しかしインドネシア販




















図 9 事業革新過程と本社・販社・顧客の関わり(3) 
 
































 インドネシアでの次世代モデル導入は 2012 年 9 月であり、初期モデル導入から僅か 2 年後





 他社（ブラザー、キヤノン、ＨＰ）が同等の製品を導入したのは、インクタンクの 3 世代目








































となったのは以前に本社と販社で検討して導入を諦めた自社製 CISS 付プリンターであった。 


































































図 10 本社・子会社関係の時間的な展開 
 












導で始まった（4 章 2.1）。また、新興国での IJP の採算改善が急務であったため、インドネシ
アにインクタンクが導入される際には、本社から現地販社へは、既存モデルからの置き換えが



























































 ローカル適応には、柔軟性や現地主導が重要とされている（Bartlett & Ghoshal, 1989, 邦
訳 1990）。また、日系企業は本社主導であり過ぎるとの批判も多い。経営トップ直属タスクフ
ォースを現地に設置し、現地への大幅な権限移譲を行うことが、新興国発の事業革新（リバー
スイノベーション）には重要とする主張もある（Govidarajan & Ramamurti, 2011）。 
 しかし本事例では、一貫性と柔軟性の両面を備えた本社・子会社関係が特徴的である（本章 
1.1）。そういった関係の中で、1) 基本方針の明確化と各部門への浸透、2) 相互作用を活発化・






IJP 採算の改善が急務となった（4 章 1.1 (3)）。長期ビジョン策定だけでは不十分であった。
内外の各部門へのその共有と浸透に力が入れられた。社長が各部門で説明を行う活動が続けら
れた（4 章 1.1 (4)）。インクタンクのプロジェクトはこの方針に沿って進められた（4 章 2.1）。
そのためインドネシア販社の現地スタッフが、既存の IJP で互換インクが使われる場合、グル
ープとして採算的に立ち行かないことを承知し、その上でプロジェクトに参加していた（3 章 






製品が訴求し易い、主力プリンター工場が以前からあり本社関係者のアクセスが多い（4 章 2.1 
(4)）などが背景にある。また、新たな製品を根本からつくらずに、既存製品を活用した早期導





え以外は特に細かな指示もなく、現場に全て任せくれた」（3 章 5.1 (2)、平崎道也のコメント）。
また、「インドネシアでの事業モデルの置き換えは、現地販社には大きなリスクを伴ったが、
そういうことが思い切ってできた。失敗ができる企業風土でなければそこまでやれなかった」






れている（Bartlett & Ghoshal, 1989, 邦訳 1990）。市場規模や市場動向が他市場より先行して
いるなどの点が「戦略的重要性」であり、技術や市場開発などの組織の能力が「現地組織の能



































ェックシート52の作成や、現地スタッフへの協働調査の趣旨説明などを行った（4章 2.1 (1)）。 













実施には大きなリスクを伴うという指摘がある（天野, 2010; 臼井・内田, 2012）。また、組織
が持つ情報量と組織が必用とする情報量にギャップから不確実性が生じるので、不確実性への










得られるはずである。しかし当事例ではインドネシア 1ヶ国のみで行われた（4章 2.1 (4)）。 













1.4 活発な相互作用による動機付けの形成  
 
 相互作用の活性化に関する考察の最後に、関係者の動機付けの問題についての説明をしてお
                                                                                                                                                               
なければならないため、インドネシア販社の社長が、両者の立場を踏まえてチェックシートを作成に関わった。 













































































































































図 11 事業革新の形成と相互作用の活性化の関係 
 











  事前には（計画策定時には）事業革新の最適解の確認が極めて困難である。 
② 事業革新の最適解は、本社と子会社との関係を通した相互作用を通じて事後的に形成され 
   て行く。 
③ 相互作用を活性化させる各種工夫を事前に施すことで、事業革新がより早く形成されて行 






















用を活発化させる枠組の設定、関係者が思い切った行動が出来る配慮、の 3 つである。 







































































































                                                   
55 インクジェットプリンターについては、技術革新と価格下落を背景とした 1990 年代の市場拡大 (宮崎, 2002)、そ






















頭の中の動きについての、以下 2 点である。 
 第 1 は、組織の慣性やパラダイム56の影響である。既存事業モデルの否定（第 4 章 1.1）す
る際に、組織上の慣性（あるいは既存のパラダイム）が、否定を難しくしたと考えられる。そ
うでなければ、他社がインクタンクへの追従を 5～6 年間も要した（4 章 4.2）理由が説明付き
難い。しかし、この点については実証することができなかった。 
 第 2 は、既存事業モデルを否定して新たな調査活動（第 4 章 2）を進める際の、戦略形態（計
画型か創発型）についてである。本研究では、不確実性が高い状況では創発型の戦略形態が用









                                                   
56 経路依存（David, 1985; 米倉, 1998; Sydow など, 2009）、過去の虜である企業 (Bartlett & Ghoshal, 1989), パラ
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